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上 場 会 社 名  愛知トヨタ自動車株式会社                         上場取引所  名 

コ ー ド 番 号  ８２９３            本社所在都道府県  愛知県 
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代  表  者  取締役会長兼社長  山 口  直 樹 

問合せ先責任者  取締役経理部長  永 井    正      ＴＥＬ (052) 871－4511 

決算取締役会開催日    平成17年５月19日      中間配当制度の有無    有 

配当支払開始予定日    平成17年６月30日      定時株主総会開催日    平成17年６月29日 

単元株制度採用の有無  有（１単元 1,000株） 

 

１．17年３月期の業績（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

(1) 経営成績                           (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示してあります。 

 売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益 

 

17年３月期 

16年３月期 

百万円   ％

160,234       14.4 

140,045        0.5 

百万円   ％

5,105       40.6 

3,630     △11.7 

百万円   ％

5,553       37.4 

4,042     △ 9.7 

(注)収入手数料を加えた売上高    17年３月期  168,768 百万円     16年３月期  148,144 百万円 
 

 当 期 純 利 益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 

17年３月期 

16年３月期 

百万円   ％ 

1,408  △55.1 

3,137  △41.5 

円 銭

54.52 

123.53 

円  銭

－   

－   

％

2.3 

5.6 

％ 

3.6 

2.9 

％

3.5 

2.9 

(注)①期中平均株式数      17年３月期  25,009,198 株   16年３月期  25,035,305 株 

②会計処理の方法の変更   有 

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

17年３月期 

16年３月期 

円  銭 

16.00 

14.00 

円  銭

6.00 

5.00 

円  銭

10.00 

9.00 

百万円

399 

350 

％ 

29.3 

11.3 

％

0.7 

0.6 

(注)17年３月期期末配当金の内訳  特別配当 － 円 － 銭    記念配当 4 円 00 銭 
 
(3) 財政状態 

 総    資    産 株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

17年３月期 

16年３月期 

百万円 

158,589 

151,436 

百万円

61,163 

59,652 

％ 

38.6 

39.4 

円  銭

2,445.69 

2,381.84 

(注)①期末発行済株式数   17年３月期  24,990,190 株   16年３月期  25,025,954 株 

②期末自己株式数    17年３月期   131,538 株   16年３月期    95,774 株 
 
２．18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

１株当たり年間配当金 
 売  上  高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中 間 期 

通   期 

百万円 

71,000 

151,000 

百万円

1,000 

3,000 

百万円

680 

1,900 

円 銭

8.00 

――― 

円 銭 

――― 

8.00 

円 銭

――― 

 16.00 

(注)収入手数料を加えた売上高（中間期） 74,835 百万円  （通期） 158,829 百万円 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)  74 円 23 銭 
 
※ 上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、

潜在的なリスクや不確実性が含まれておりますので、実際の業績は、今後様々な要因によって、これらの業績予

想とは異なる結果となる場合があります。 
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個 別 財 務 諸 表 等

（１）貸 借 対 照 表
(単位：千円)

当       期 前       期
平成17年３月31日現在 平成16年３月31日現在

金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 増減率

( 資   産   の   部 ) ％ ％ ％ 

 流     動     資     産 91,796,887 57.9 87,526,566 57.8 4,270,320 4.9

現 金 及 び 預 金 1,645,697 1,861,894 △ 216,197 

受 取 手 形 990,417 1,250,641 △ 260,224 

割 賦 手 形 141,075 211,938 △ 70,863 

割 賦 未 収 金 32,855,507 32,104,576 750,930 

売 掛 金 9,726,919 9,779,357 △ 52,437 

商 品 8,648,493 6,257,662 2,390,830 

前 払 費 用 448,317 396,640 51,677 

繰 延 税 金 資 産 1,280,692 1,018,055 262,637 

未 収 入 金 2,838,706 3,989,278 △ 1,150,571 

関 係 会 社 貸 付 金 33,067,212 30,758,968 2,308,243 

そ の 他 348,847 96,513 252,334 

貸 倒 引 当 金 △ 195,000 △ 198,960 3,960 

 固   　定     資     産 66,793,059 42.1 63,909,555 42.2 2,883,504 4.5 

有  形  固  定  資  産 36,091,257 22.7 33,289,128 22.0 2,802,128 8.4 

建 物 8,212,452 8,533,885 △ 321,432 

構 築 物 904,243 937,974 △ 33,730 

機 械 装 置 799,316 847,672 △ 48,355 

車 両 運 搬 具 968,296 713,770 254,526 

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 702,861 557,777 145,084 

リ ー ス 資 産 4,317,175 3,950,299 366,875 

土 地 18,385,752 17,585,167 800,584 

建 設 仮 勘 定 1,801,159 162,582 1,638,576 

無  形  固  定  資  産 447,404 0.3 344,412 0.2 102,992 29.9 

ソ フ ト ウ ェ ア 24,209 86,856 △ 62,647 

ソフトウェア仮勘定 12,721 ―  12,721 

権 利 金 410,473 257,555 152,917 

投 資 そ の 他 の 資 産 30,254,397 19.1 30,276,013 20.0 △ 21,615 △ 0.1 

投 資 有 価 証 券 26,372,487 25,390,674 981,812 

関 係 会 社 株 式 1,027,194 1,027,194 ―  

出 資 金 1,160 1,160 ―  

関係会社長期貸付金 1,325,000 2,365,000 △ 1,040,000 

差 入 保 証 金 1,239,452 1,102,485 136,966 

長 期 前 払 費 用 51,021 58,180 △ 7,158 

そ の 他 383,282 432,108 △ 48,826 

貸 倒 引 当 金 △ 145,200 △ 100,789 △ 44,410 

資   産   合   計 158,589,947 100.0 151,436,122 100.0 7,153,825 4.7   

比 較 増 減期   別
科   目

－25－



(単位：千円)

当       期 前       期
平成17年３月31日現在 平成16年３月31日現在

金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 増減率

( 負   債   の   部 )     ％     ％     ％

 流     動     負     債 75,360,653 47.5 70,643,216 46.6 4,717,436 6.7

買 掛 金 21,931,992 21,450,914 481,078 

短 期 借 入 金 22,479,440 24,580,084 △ 2,100,644 

関 係 会 社 借 入 金 12,127,303 9,260,438 2,866,864 

一年以内返済長期借入金 2,862,200 2,932,800 △ 70,600 

未 払 金 373,762 146,014 227,748 

未 払 費 用 2,051,828 1,648,645 403,183 

未 払 法 人 税 等 2,695,000 ―  2,695,000 

未 払 消 費 税 等 153,017 196,792 △ 43,775 

繰 延 消 費 税 等 1,340,304 1,316,185 24,119 

前 受 金 1,544,525 1,396,736 147,789 

預 り 金 1,238,941 1,363,133 △ 124,192 

賞 与 引 当 金 1,790,000 1,750,000 40,000 

割 賦 未 実 現 利 益 4,772,337 4,601,471 170,866 

 固     定     負     債 22,065,922 13.9 21,140,161 14.0 925,760 4.4

長 期 借 入 金 8,624,600 7,986,800 637,800 

繰 延 税 金 負 債 7,751,560 7,699,298 52,261 

退 職 給 付 引 当 金 5,389,353 5,178,041 211,311 

役員退職慰労引当金 300,409 276,021 24,388 

負   債   合   計 97,426,576 61.4 91,783,378 60.6 5,643,197 6.1

( 資   本   の   部 )

 資        本        金 2,917,800 1.9 2,917,800 1.9 ―   － 

 資   本   剰   余   金 2,361,555 1.5 2,359,729 1.6 1,825 0.1

資 本 準 備 金 2,359,544 2,359,544 ―  

自 己 株 式 処 分 差 益 2,011 185 1,825 

 利   益   剰   余   金 41,285,113 26.0 40,297,023 26.6 988,089 2.5

利 益 準 備 金 729,450 729,450 ―  

別 途 積 立 金 35,000,000 32,000,000 3,000,000 

当 期 未 処 分 利 益 5,555,663 7,567,573 △ 2,011,910 

 その他有価証券評価差額金 14,751,119 9.3 14,166,090 9.4 585,028 4.1 

 自     己     株     式 △ 152,217 △ 0.1 △ 87,900 △ 0.1 △ 64,316 73.2 

資   本   合   計 61,163,371 38.6 59,652,743 39.4 1,510,627 2.5

負 債 及 び 資 本 合 計 158,589,947 100.0 151,436,122 100.0 7,153,825 4.7   

(注)

30,344,582 千円 29,466,641 千円

 ２．担  保  資  産

        割 賦 未 収 金 500,000 千円 500,000 千円

        建          物 725,235 千円 772,879 千円

        土          地 788,920 千円 788,920 千円

 ３．保  証  債  務 119,956 千円 602,170 千円

比 較 増 減期   別

科 目

期   別
科   目

１．有形固定資産の減価償却累計額
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(２) 損 益 計 算 書
(単位：千円)

当       期 前       期
期  別 自 平成16年４月 1日 自 平成15年４月 1日

科  目 至 平成17年３月31日 至 平成16年３月31日

金      額 百分比 金      額 百分比 金      額 増減率

    ％     ％     ％

160,234,855 100.0 140,045,957 100.0 20,188,898 14.4 

137,378,629 85.7  119,458,098 85.3  17,920,531 15.0 

22,856,226  14.3  20,587,859  14.7  2,268,366 11.0 

4,601,471   2.9   4,532,640   3.2   68,830 1.5 

4,772,337   3.0   4,601,471   3.3   170,866 3.7 

8,533,882   5.3   8,098,751   5.8   435,130 5.4 

26,114,101  16.3  24,987,409  17.8  1,126,692 4.5 

5,105,141   3.2   3,630,371   2.6   1,474,769 40.6 

921,433     0.6   824,359     0.6   97,073 11.8 

受 取 利 息 ・ 配 当 金 612,411     539,620     72,790 

そ の 他 営 業 外 収 益 309,022     284,739     24,283 

473,060     0.3   412,391     0.3   60,669 14.7 

支 払 利 息 245,407     219,355     26,052 

そ の 他 営 業 外 費 用 227,652     193,035     34,617 

5,553,514   3.5   4,042,340   2.9   1,511,173 37.4 

65,417      0.0   1,367,656   1.0   △ 1,302,238 △ 95.2 

固 定 資 産 売 却 益 65,417      ― 65,417 

退職金制度改定に伴う
退職給付引当金取崩額

― 1,367,656   △ 1,367,656 

2,188,770   1.4   178,840     0.1   2,009,929 1,123.9 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 39,950      ― 39,950 

固 定 資 産 売 却 損 ― 121,496     △ 121,496 

固 定 資 産 廃 棄 損 193,623     38,309      155,314 

固 定 資 産 減 損 損 失 1,929,326   ― 1,929,326 

投資有価証券評価損 ― 2,767       △ 2,767 

会 員 権 売 却 損 ― 4,047       △ 4,047 

会 員 権 評 価 損 25,870      12,220      13,649 

3,430,160   2.1   5,231,155   3.7   △ 1,800,994 △ 34.4 

2,631,328   1.6   55,277      0.0   2,576,050 4,660.2 

△ 609,548 △ 0.4 2,038,154   1.5   △ 2,647,703 ―  

1,408,380   0.9   3,137,723   2.2   △ 1,729,342 △ 55.1 

4,297,340   4,555,028   △ 257,688 

150,057     125,177     24,879 

5,555,663   7,567,573   △ 2,011,910 

営 業 外 費 用

経 常 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

割 賦 未 実 現 利 益 戻 入

割 賦 未 実 現 利 益 繰 入

収 入 手 数 料

販売費及び一般管理費

比 較 増 減

営 業 外 収 益

営 業 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

特 別 利 益

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額
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(３) 利 益 処 分 案
（単位：千円）

当        期 前        期
（平成17年３月期） （平成16年３月期）

（当期未処分利益の処分）

(普通１株につき６円) (普通１株につき５円)

(記念１株につき４円) (特別１株につき４円)

( ) ( ) ( )

（その他資本剰余金の処分）

１株当たり配当金の内訳

平成17年３月期 平成16年３月期

年  間 中  間 期  末 年  間 中  間 期  末

普  通  株  式

（ 内   訳 ）

特  別  配  当

記  念  配  当 ― ―

― ―

4 00 4 00―

― 

249,901

45,000

円 銭

4,297,340

△ 2,000,000

円 銭

3,000,000

9 0000 510 1400 00

△ 36,579

円銭円 銭

1,000,000

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額

5,555,663

株 主 配 当 金

5,000

役 員 賞 与 金

( う ち 監 査 役 賞 与 金 )

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

4,260,761

00

円 銭 円 銭

6

比 較 増 減

5,000

△ 2,011,9107,567,573

225,233

45,000

24,668

― 

― 4 00 ― 4

1,825

次 期 繰 越 利 益

00

―

16 00

その他資本剰余金次期繰越額

そ の 他 資 本 剰 余 金

自 己 株 式 処 分 差 益 2,011 185

自 己 株 式 処 分 差 益 2,011 185 1,825

期   別

科   目
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〔重要な会計方針〕 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法 

 (2) その他有価証券 

        時価のあるもの…決算末日の市場価格等に基づく時価法 

                    （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        時価のないもの…移動平均法による原価法 
 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 新車・中古車・外注加工…個別法による原価法 

 (2) 部品・貯蔵品…最終仕入原価法による原価法 
 

３．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成 10年４月１日以降に取得した建物（付属設備を除く）については、定額法によっております。 

 (2) 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 (3) 長期前払費用 

 均等償却によっております。 
 

４．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、当期に負担すべき支給見込額を計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分し

た額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
 

５．割賦販売に係る収益の計上基準 

 新車及び中古車の長期割賦販売（販売から最終の賦払金支払期日までの期間が２年以上のもの）に係る収益の計上は、延

払基準によっており、翌期以降の賦払金に対応する利益を割賦未実現利益として、繰り延べております。 
 

６．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

７．消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、割賦債権に対応し回収まで納税義務の発生しないものは繰延消費税等として計上しております。 
 

〔財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更〕 
 
 （固定資産の減損に係る会計基準） 
 固定資産の減損に係る会計基準(｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審議会 平成14年８月

９日))及び｢固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第６号 平成 15年 10 月 31 日)が平成 16年

３月 31日に終了する事業年度に係る財務諸表から適用できることになったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び同適

用指針を適用しております。これにより営業利益及び経常利益は 35,999 千円増加し、税引前当期純利益は 1,893,327 千円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 
 

〔追加情報〕 
 
 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成 15年法律第９号)が平成 15年３月 31日に公布され、平成 16年４月１日以後

に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」(平成 16年２月 13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第 12号)に

従い、法人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。この結果、販売費及び

一般管理費は 105,000 千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は同額減少しております。 
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注 記 事 項

① リ ー ス 取 引

有価証券報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

② 有 価 証 券（子会社株式及び関連会社株式）

当事業年度末及び前事業年度末のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
はありません。

③ 税 効 果 会 計

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当       期 前       期
(平成17年３月31日現在）(平成16年３月31日現在）

繰延税金資産 （単位：千円） （単位：千円）

退職給付引当金
賞与引当金
未払社会保険料等
役員退職慰労引当金
固定資産減損損失
貸倒引当金
投資有価証券評価損
会員権評価損
未払事業税
未払事業所税
未払販売手当
たな卸資産評価損
繰越欠損金
その他
繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計
繰延税金負債
その他有価証券評価差額
未収事業税
繰延税金負債合計
繰延税金負債の純額

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該
  差異の原因となった主要な項目別の内訳

当      期
(平成17年３月31日現在）

（単位：％）
法定実効税率
評価性引当額
交際費等永久に損金に算入されない項目
受取配当金等永久に益金に算入されない項目
住民税均等割額
特別税額控除
その他
税効果会計適用後の法人税等の負担率

    前期（平成16年３月31日現在）については、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
  担率との間の差異が法定実効税率の 100 分の５以下となったため、法定実効税率と税効果会計適
  用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目
  別の内訳の記載は省略しております。

△ 6,470,867

80,370
109,344

0.8

4,500,185 3,303,664

3,594,001 3,084,733
△ 906,184 △ 218,931

58.9

40.6
20.0
0.4
△ 2.6
1.4
△ 1.7

121,687

87,543 84,330

―767,895

122,190

△ 6,681,243

△ 100,280
△ 9,765,976

△ 9,665,696

1,839,866
709,765

111,948

103,615

41,450
―

52,990
19,498

28,796

―
△ 10,064,868

△ 10,064,868

2,055,688
725,988

121,839

125,353

―
66,299

44,836
225,096

106,562
22,093

28,796
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役 員 の 異 動 

 

１．代表者の異動 

 

 該当事項はありません。 
 
 

２．その他の役員の異動 
 
 （平成 17 年６月 29 日付） 

 
 新任取締役候補 
 (新役職名)       （氏  名）         (現役職名) 

取   締   役    安
あん

  藤
どう

  國
くに

  博
ひろ

   （ 参与レクサス事業部長 ）   
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